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はじめに

本稿の課題は、経営史学の方法!'を川いて、柵岡県直鞍地区の地場産業のも

のつくりと自治体の産業振興策を分析し、九州自動車部品サプライヤーシステ

ムの発述条件を把握することにある。

九州には日産自動車株式会社九州工場、トヨタ自動車九州株式会社、ダイハ

ツ九州株式会社の３つの完成Iliメーカーが立地し、2009年には日産車体九州株

式会社が操業を予定しており、自動車生産能力は150万台を上回ることが見込

まれ、関東、中部に次いで日本第３の生産拠点になっている。また二輪車を生

産する本田技研工業株式会社は国内生産の熊本製作所への染約を進めている。

さらに車両の開発、生産ラインの投削．、生産設備の製造、組込みソフトウエア

の開発など、自動車関辿産業もまた巣概を進めている。このように九州自動産

業ならびに関連産業はアジアの一大生産拠点を目指した架祇を進めている。

現代日本の自動車生産については、トヨタ自動車グループの生産方法に代表

されるＪＩＴ方式が念頭に脱かれており、それは自動車部品を後工程から前工

程に向けて引き取ることで、「必要な物を、必要な時に、必要な迅だけ」生産・

供給し、中廠過程の無駄の排除と効率化を図るサプライヤーシステムである鋤。

＊キーワード；九州、助il雌雄サプライヤーシステムif〔鞍地区ものつくり自治体の産業振興蕪

＊本秘は､文部科学竹科学研究慨Ni肋金（膿盤研究(B)一般）「アジア共同体櫛想時代における自動車産業
のサプライヤーシステムにIMIする比恢研究」（研究期１Ｍ：平成19年度～平成22年庇代炎者：山崎修嗣）
の一珂をなし、Ｉﾖ本悩内のIII部、北梅近・東北、IMI東、ＩＭＩ西、巾111．四I“どの粥地域ならびにアジア
諸地域における自動jl職難のサプライヤーシステムに側･る研究の紫材を提供するものである。
１）私は経営史学の方法をⅢいてIi‘〔鞍地区におけるF1動jIi部品サプライヤーシステムの発述条件を検討する
が、その際、三輪瀧弘氏のi[方映工粥の変通を検討し澗炭依存から脱石炭への過牒について把搬した研
究に依拠した。また本棚はｉｆ方峡:l:80年史鵬典御1会縦〔1981]および直方鉄工協同馴合縄〔2000]に多く
を依拠しているが、後荷は三崎氏の先の研究によるものである｡経併史学の方法を１Mいての自動叩産業と
産業政蛎についての研究は111崎修削[2003}を参照。なお、九州の自動jli部品産業と地域振興については

小林英夫・丸川知雄縄獅2007年]を参照。
２）自動jl職業のサプライヤーシステムについては多槻炊研究があり､本稿では主に筏沼閥里[1997],藤本隆
宏他〔2001]を参対にしつつ､｢二次･三次以下の企難を対欺とした柵適淵従･行動調在が不可欠である｣(藤
本隆班他[1998]28頭)との脂捕が１０雌を職た今も研究述上にあることを念頭にiMIいている｡1990年代前半
までの目動肌部品サプライヤーシステムの研究では､完成jI〔メーカーを、点として､１次､2次､3次以下の部品
メーカーが垂血的(＝系'1)取引INI係もつと蝋Iﾘlされることが多かったが､1990年代後半からはその取引1M係
にとどまらずに襖数の完成jIiメーカーとの1m引あるいは砿if〔的(＝系列)取引側係を越えて取引をおこなっ
ているという術摘がなされ始めた｡史に九州圃助jl(粟を対象とした卿合､サプライヤーシステム自体が形成
途上であるだけに脚動jIi部砧サプライヤーシステム研究はこれからの部迦である。
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九州の自動車部品サプライヤーシステムの発達条件

九州自動車産業の発達にとっての課題の一つが自動車部品の地場調述率の引き

上げ（50％今70％）であり、不可欠になっているが自動車部品サプライヤーシ

ステムの育成である。自動車部品の地瑚凋述率の引き上げを目標に、九州の地

場産業の自動車産業との取引拡大や九州への域外企業の進出が進展しており、

自動車部品サプライヤーシステムの形成が進みつつある。

完成車メーカーが立地する福岡県をはじめとした北部九州は、かつての４大

工業地帯のひとつであり、製鉄、化学、驚業、セメントなどの､皿長大型の素

材産業が栄え、日本有数の石炭産業の盛衰とともに歩み、金属加工を営む鉄工

業などの地場産業が発達してきた。なかでもトヨタ九州の立地する若寓市や日

産九州苅111工甥の立地する苅田町に隣接する直鞍地区（直方市・鞍手町・小竹

町の宮若巾の２巾２町)3〕では自動巾部品の生産が増加しているが、この地区

には石炭業に起源をもち金属加_[を営む鉄1:業をはじめとする地場産業が発達

し、創立１００周年を迎えた直方鉄工協同組合をはじめとする生産者には伝統的

なものつくりが脈々と息づくとともに、自動車部品サプライヤーの進出が相次

ぎ、自動車部品サプライヤーシステムを担う新たなものつくりの発述条件が生

まれつつあるＩ)。直鞍地区の地場産業のものつくりは九州自動車部品サプライ

ヤーシステムの貴重な発達条件である。

自動車産業の経営戦略を受けて、2007年、福岡県が主導している「北部九州

自動車生産150万台生産拠点推進会鍍」（ﾘ；務局：福岡県商工部自動IIi産業振興

室）は09年鹿に「自動車生産150万台」を目指すところとなり、①生産台数150

万台、②地元調達率70％、③アジアの雌先端拠点、④次世代のクルマ開発拠点、

を目標とすることを掲げた。また福岡ﾘ,L内では自動車部品サプライヤーの企業

３）戒鞍地I》〈（ちよ<あんちく）とは、ｉＩ'〔方l1j，寓蒋市、鞍手郡（鞍手町、小竹町）の２市
２町（謝蒋I1iが桝111町、若富町と合併以前はl市‘1町）の区域全体を指す地区。１１‘〔方市を中
心郁市とし、北九州郁市圏と飯塚都｢1個にして北九州工業地帯の一角を占めてきたが、宮
若市にﾄﾖﾀ九州が立地することから位悩づけが変わりつつある。
‘1）ものつ(づ）くりとは‐物をつくること」「物をつくる人」「ものつくり」の際の唯産者の
方法、柵神、牒史、包括的には文化を慰味し、大和高葉を用いることで「唯巌」「製造」な
どの西洋近代用鍋を排して日本の製造業の仏統性・固有性を強調している。特に職人など
の高度な技能を指す。蔭本降宏他［20071,『ものづくり基盤技術の振興施簸（ものづくり
白香)」各年哩版を参照。
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進出を促す工業団地造成や2005年に直鞍市が主導している直鞍産業振興センター

ＡＤＯＸ福岡が直鞍自動車産業研究会を発足させるなど、市・町などの自治体

での産業振興が進んでいる。さらに九州各喋は自動車産業振興を目指す組織を

発足させ、０６年１０月の九州地方知事会では７ﾘ,Lによる「九州自動車産業振興連

挑会議」（班務局：福岡県商工部自動車産業振興室）の発足が決定され、従来

の産業振興策ではできなかったような県域を越えた辿拙、地場産業の新規参入

や取引拡大に向けた講習会、技術者や若年者聯の人材育成祁業、情報発信など、

様々な事業に乗り出している。直鞍地区の自治体の雌業振興策は自動車部品サ

プライヤーシステムのもうひとつの発達条件となっている。

以下、本稿では次の手順で課題に取り組む。

第１章では九州自動車産業の経営史と現況について把握する。

第２章では自動車部品サプライヤーシステムの発述条件としての福岡県直鞍

地区の地場産業のものつくりについて検討する。

第３章では自動車部品サプライヤーシステムのもうひとつの発達条件である

福岡県直鞍地区の自治体の産業振興策について検村する。

終章では本稿での検討を振り返るとともに関辿する次の課題を整理してまと

めとする。

なお、第２章、第３章での検討は直鞍地区の自治体のうち、直方市・鞍手町・

小竹町のｌ市２町を対象とした。

第１章九州の自動車産業の経営史と直鞍地区の現況

本章では九州自動車産業の経営史と直鞍地区の現況について把握する。

第１に九州自動車産業の経営史の概要である。＜図我１．２＞

九州の経済社会を主導した産業は、八幡製鉄所に山来する鉄鋼業、造船業、

石炭業および金属・機械加工業であったが、８０年代以降は半導体産業、そして

90年代以降は自動車産業へと産業柵造は転換してきた。九州における自動車の

生産は、戦後では1975年に始まり、2000年代には北部九州の自動車産業は生産
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図表２：北部九州に立地する自動車メーカーの概要
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しかし九州自動車生産150万台を目指した部品澗述率70％にむけた取り組み

が必要なように課題が山桜している。地域別の、動車部品の地場調達率は関東・

中部84％、近畿68％、中国67％で、九州が51％と雌も低い。一方、トヨタ自動

車九州のエンジンエ場が稼働しアイシン九州などトヨタグループの１次部品メー

カーに続いて２次、３次以下のメーカーが九州進出や増産に動くなど部品調達

率を高める動きが活発化している。九州経済淵在協会の調迩によると、九州内

の、動車関連産業の事業所は約860カ所あるが、このうち地場企業は約半分に

すぎない5》･九州での部品調達率向上には２次、３次以ドの部品メーカーによ

るサプライヤーシステムの育成が探題となっている。＜Ⅸ|表3＞自動単産業で

は、部品'00万個に対して不良品図表３：九州地域を中心とした自動車産業の全体図
は数個という厳しい生産管理およ。妙睦…の憾鋤

びＪＩＴ方式での納入を可能にする

サプライヤーシステムが要求され、

加えて粗利益率は低いにもかかわ

らず、サプライヤーシステムの育

成が求められている。トヨタ九州

苅田エンジンエ場の立ち上げの際、

九州での部品調達は300～400点の

うち２点にすぎなかったことから

も、地場産業の生産管理のＱＣＤ

(品礎・コスト・納期)の水準を高

めなければならない。

、

Ｙ

|郷堤贈橘菖思ﾙｮﾀ“璽罰』'‘
，エ”詮エ唖ＺＰムンヨ”fhngZ雑T､詞認
めＺ《Ｍ宜五.p苓話《“唖
・唖町豆全岨垣唖孟里頁月臣近づく

DB窒晶.g･全軍奇?詞二
・Ｚ鋪･睡正塑噌&丞口T遅』｡±

重…ＩＬＦ
ｌ憲跡､伺東‘広島１２１雑ど’’九jM地壇｜

(１１;〔資料）ヒアリング、資料聯により作成
(資料〉側九州地域'稲難活性化センター[2006］
『九州の1.1動】１１派蕊の現状と部品調達偶造」

第２に自助車産業の大手組立メーカーの経悩史の概要は次のとおりである。

’1産脚動車株式会社九州工場（11雌九州）は75年に刈川'１１｢に立地してエンジ

ン生雌を開始、続いてダットサントラックにｉｌｆＴ、８２年にはシルビア（ガゼー

ル）の生産を開始、９２年には第２工賜が拠雌、０４年にはIIiIIIj生産累計1.000万

5）「閥[1本新聞』2006年12月301.1付｡

－６６



九州の自動蝋部品サプライヤーシステムの発達条件

台を突破、現在の従業員数は約4.540名、年間の生産能力は53万台である。９０

年代にはサニー、パルサーなどの小型乗用車を生産したが、近年はセフィーロー

マキシマ（輸出名ティアナ）などの中型車およびエクストレイル、アルメーラ

(旧パルサー、輸出のみ)、キャシュカイーヂュアリス（ローグ輸出のみ)など

のＳＵＶ車を生産している。日産九州は日産全体の乗用車生産の約３割を占め

る最大の生産拠点となっており、約６割を主に北米に輸出している。

トヨタ自動車九州株式会社（トヨタ九州）は91年に設立され、1992年に宮田

町（現若宮市）に立地して新型マーク11の生産を開始、０５年には愛知県外では

初めてのエンジンエ場となる苅田工場（苅田町）が操業、また最高級ブランド

車種レクサスの生産開始、０７年には生産累計300万大を突破、０８年には小倉工

場が創業、現在の従業員数は約7,700名、年間の生産能力は46万台（宮田工場）

である。近年はハリアーハイブリッド（輸出名レクサスRX400h)、ハイランダー

(輸出のみ)、レクサス（輸出のみ）およびエンジン、ハイブリッド部品を生産

し、北米への輸出拠点となっている。2008年３月期決算では売上高１兆581億

円、経常利益207億円、当期純利益141億円である。トヨタ九州はトヨタ全体の

乗用車生産に約１割を占めており、約９剖を主に北米に輸出している。

ダイハツ九州株式会社は、2004年、ダイハツ車体前橋工場の閉鎖を受けてダ

イハツ車体株式会社大分工場として創業、ハイゼット、トラック・カーゴの生

産を開始し、０６年に商号変更、現在の従業員数は約2,800名、年間の生産能力

は46万台である｡近年はアトレー､ハイゼット、ビーゴ（トヨタ・ラッシュ）、ミラ、

ムーヴコンテなどを生産している。2008年３月期決算では2,177億円である。

2007年２月、九州の自治体の自動車産業振興が高まりを見せる中、九州経済

産業局ならびに中小企業基盤擬備機柵九州支部他が主催し、７県からなる九州

自動車産業振興連携会議が後援した「自動車成長戦略フォーラム』（於福岡市）

において産官の要人が抱負を語っている。来賓として挨拶した麻生渡・福岡県

知事は、現在取り組む自動車産業振興に触れ、「自動車生産150万台という数字

は巨大であり、これだけの自動車を生産している国は世界でも９カ国しかなく、

一国の自動車生産台数に匹敵する」と、その意義を力説した。引き続く『ｸﾞロー
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パル戦略と九州への期待」という特別講波では、九州に生産拠点を櫛える自動

車メーカー３社の担当者が壇上に上がった。日産九州の渡辺義章・常務執行役

貝は、「九州から付加価値の高い部品、コスト競争力のある部品の調達の必要

性」を語り、地場メーカーへの新規参入や事業展開を促すとともに自治体によ

る企業支援の砿要性を説いた。トヨタ九州の伊奈功一・常務役員は、トヨタグ

ループの九州における自動車生産に関して「国内の第２拠点であり、トヨタの

世界戦略の一塊を担っている」と解説した。ダイハツ九州の本田哲也・常務取

締役は、九州への期待として「東九州自動車道をはじめとする高速道路の整備、

港湾雛備、モノづくりに桃わる人材の育成や即戦力となるＵ・Ｊ・Ｉターン者

の人材確保、自動車関辿メーカーへのインセンティブ」を挙げた。このように

産官の要人は九州の自動車産業への意気込みを語るとともに、双方に辿拠のエー

ルを送っている。

第３に桶岡県直鞍地区にある直方市でも、電子・電機部品および自動車部品

を供給する企業が活発になっている。このことは僅かながらではあるが近年の

直方市の『工業統計』に見ることができる鋤。全数調査が行われた1998年、

2003年、2005年での、事業所数、従業者数、製造品出荷額零について確認する。

ﾘｉ業所数（単位：所数）では鉄鋼は「13」＝「１４」今「17」と増加、金属製品

は「30」→「36」＝「26」と塘加した後に減少、一般機械器具は「67」今「68」

＝「69」と１Ｍ加、逓気機械器具は「14」＝「8」今「11」と増加した後に減少、

輸送用機械器具は「2」→「2」＝「6」と増加した。従業者数（単位：人）で

は鉄鋼は「396」今「365」→「454」と減少した後に瑚加、金属製品は「1.159」

→「1,139」＝「924」と減少、一般機械器具は「1,701」今「1,139」＝「924」

と減少、fli気機械器具は「901」→「682」→「739」と減少した後に増加、輸

送川機械器具は2002年と2004年の数値はサンプルでしか確認できないが「86」

＝「118」と地加し、2005年では「266」であったことから増加傾向にあると推

測する。製造品出荷額等（単位：円）では鉄鋼は「766,838」→「697,064」＝

６）iIO〔方市ｒ工業銃iIf･｣。
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｢1.113,675」と増加、金属製ＩＹｌは「2.301.753」→「2,408,403」＝「1,297.695」と

瑚加した後に減少、一般機械器典は「4,157.508」二「1,454,323」今「1.620.196」

と減少、電気機械器只は「Ｌ508.163」→「1,647,639_|＝「1.744β22」と琳加、

輸送用機械器具は2002年と2004年の数値はサンプルでしか確認できないが「

149.720-1→「191,304」と地加し2005年では「472,000-1であったことから瑚加

傾向にあると推測する。後述するように、現在、自動車部品の取引をする企巣

の数は増加している。

このように九州は関東、中京に次いで自動車産業ならびに関連産業の立地す

るI｣本第３の生産拠点になっており、さらにアジアの一大生産拠点を、指した

集積が進んでいる。九州自動FIi産難の発述の経営史的条件としては、北米やア

ジアへの輸出拠点の投潰に加え、地理的利便、生産方式の確立、技術流出への

対応、人材の確保、関連作業との災仙、インフラの整備、ものづくりの継承、

そして自治体の産業振興策などの猫条件があった。そのことはまた九州の縄済

社会に新たな様相と課題を生みだすことになる。

第２章福岡県直鞍地区の地場産業のものつくり

本章では直鞍地区の鉄工業をはじめとする地場産業の経営史を蹄まえたうえ

で地場産業のものつくりを検討し、自動車部品サプライヤーシステムの発述条

件を見出したい。

九州自動車産業の発達にとっての‘梨題の一つが自動車部品の地場調述串の‘ｊｌ

き上げ（50％→70％）であり、、助巾部品サプライヤーシステムの育成が不１１

欠になっている。サプライヤーシステムを形成する主体は、完成車メーカーと

取引する１次、２次、３次以ドの、助覗部品メーカーであり、.直鞍地区の地場

産業からも金型、金属製及びプラスチック製部品などを製造する企業が取引を

している。

ものつ（づ）くりとは、「物をつくること｣、「物をつくる人｣、「ものつくり」

の際の生産者の方法、精神、雌史、包括的には文化を意味し、日本の製造業の
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伝統性・固有性を強調する言葉である。1999年にものづくり基盤技術振興基本

法が成立、2004年に東京大学ものづくり経営研究センターの発足、2006年から

の第３期科学技術基本計画に「ものづくり技術」が登場したことなどを背景に、

近年、「ものつくり」が注目されるようになった。ものづくり基盤技術振興基

本法は「ものづくり」を「ものづくり基盤技術」および「ものづくり基盤産業」

から定義し、製造業を日本経済の基幹産業と位佃付け、製造業の育成強化や熟

練技能者の地位向上を掲げている')。飛者はこの定義に加えて「ものつくり方

怯」の意味を「ものつくりの際の所有者、経樹者、従業員などの生産者の方法

(精神、歴史、文化などを含む)」に注目する。

なお、直方鉄工協同組合の場合、産業典欄が「地理的に接近した特定の地域

内に多数の企業が立地するとともに、各企業が受発注取引や情報交流、連携等

の企業間関係を生じている状態のこと」と定義されるのに比較して、企業城下

町型架積や誘致型複合集にといった産業典柚の代我的な類型に合致しておらず、

未だ産業集横という段階にまで発展していないと考える0)。

７）1999年に公布されたものづくり班盤技術振興脳本法では「ものづくり基盤技術」および

「ものづくり基盤産業」が定義されている。「ものづくり班然技術」（同法第２条第１項）は

工業製品の設計．、製造又は修理に係る技術のうち汎川性を汀し、製造藁の発腔を支えるも

のとして政令で定めるものをいう（設計、踊造、研僻、熱処即淳の26技術)｡｣、「ものづく

り歴盤産業」（同法同条第２項）は「ものづくり班盤技術を主として利用して行う事業が鶴

する業師であって、製造業又は機械修理業、ソフトウエア業、デザイン業、機械設計業そ

の他工業製品の設剖．、製造若しくは修蝿と密接に関巡するリド業を行う業種に属するものと

して政令で定めるものをいう（自動車整傭業、機械・束典淳悠鯉梁、怖報処理・提供サー

ビス業季の９業種）である。同法は製造業を日本維済の班幹巌難と位閥付け、製造業の育

成強化や熟練技能者の地位向上を掲げているが、製造業と伝統技術や歴史について明記し

てはいない。「ものづくり基盤技術の振興施策（ものづくり向評)」得年度版を参照。

８）産業渠積とは「地理的に接近した特定の地域内に多数の企難が立地するとともに、各企

業が受発注取引や情報交流、辿榔等の企業間関係を生じている状態のこと」であり、その

形成の歴史的背景や特徴によっていくつかに煎型化される。例えば、企業城下町型染積、

産地型集積、郁市型複合集積、誘致捌襖合典欄などがある。顛型化には様々な見解がある

が、直鞍地区の地場産業を産業架積の観点からみると、企梁城下町型典椴、誘致型複合集
欄のふたつのタイプに類似しているが、取引先から受注した製品を叩独で受けおう傾向に

あるために地場産業内部での迎鵬は密接ではない。なお、企雌城下町型典祇とは特定大企

業の愚産工場を中心に下請企業群が多数立地することで典仙が形成されることをさし、代

災的な地域としてはマツダが立地する広脇地域、トヨタ1.1動１１〔が立地する豊田地域、新日

本製餓が立地する北九州地域などがある。洗致型捜合災俄とは自治体の企業携致活動や工

業再配置計画の推進によって形成された巣穂をさし、騰致企業は災欄外部の系列に属する

企業が多く集積内部での連挑が進んでいないケースも多い。代斐的な地域としては北上川

流域地域がある。産業集積とその類型については松脇茂〔1998],『中小企業白香』[2000]を参照。
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第１節直鞍地区の鉄工業の経営史'１

筑豊炭田は、現在の福岡ﾘ‘1の北九州市、中間市、直方市、飯塚市、、川市お

よび山田市と遠賀郡、鞍手郡、漁秘郡および田川郡の６市４郡にまたがり、明

治政府の殖産産業政策以来1976年までの約100年間、約８億トンの石炭を算出

し、日本の産業発展、近代化に面献してきた。直鞍地区の鉄工業は石炭業ひい

ては日本資本主義の発述とともに歩み、特に八幡製識所や三菱耐工業の閲迎機

械を受注するようになり、アジア・太平洋戦争の時期および朝鮮戦争の時期に

は軍需に沸いた。戦後も石炭産業の繁栄とともに歩んだが、1950年代後半以降

の石炭産業の衰退に伴って従来までの発達条件を失い、石炭からの脱却という

新たな展開を始めた。

直方地区の鉄工業は、『Ⅱ‘〔方鉄工業の推移』'"によると、1930年代以降と同様

に1950年代から石炭業が衷退するもとでも、企業数は100社を数え、従業員数

は1,000人を上回っており、徐々 に増加して1980年前後には、企業数で250社、

従業員数で3,000人を上回ることになった。その後、1985年のプラザ合怠をは

じめとする国際環境の変化により数値は減少するが、今日でも企業数で100社、

９）周知の通り直鞍地区を念む筑戦地域は冊岡県中央部に位置する県内‘1地域の一つであり、
地名は筑前国と磯前IRIの剛文字に１１１米している。筑豊の中核都市に成及した11'〔〃lIj（11剛i鞍
地区)、飯塚市（胤飯111地Ⅸまたは鼎馳地区･飯塚地区)、田川市（剛川地Ⅸ）は筑IMI三部と
呼ばれる。明治政府のＷｒ興業政嫡（1872年の鉱山開放令公布）によって地域内で旅111さ
れる石炭資掠が注Ｕされ、財閥・宙本家による炭鉱開発が進み、経済圏としての独立性を
持つようになった。また八幡製鉄所を中心に正業部市として発展した北九州地区と強い結
びつきを持つことになった。１‘1万市は北九州市から南西約30kｍ、福岡市から北東約50kｍ
に位置し、ほぼ中央に道賀川が流れ、それに泊って長崎街道が伸びる水迎・除迎の要衝で
あり、徳川幕藩体制ドにおいては淵岡藩の支藩として東蓮寺藩、後のｌｆｉ方藩の城下町とし
て栄えた。すでに製塩業での燃料として石炭が注目されており、小愈溶と柵岡藩は域内の
石炭採掘・輸送・販光を筋の箭剛ﾄﾞに拙き、炭鉱の開発を進めていた。このため'1‘〔方は米
作が盛んであったが聴幹亜業はイi炭災へ変過した。明治政府の殖産興業政繭以降、ｒ〔方Ifj
を中心とする直鞍地区においては石炭業でのポンプ、トロッコとレール、窄凱脈怖などの
鉱山機械等の保全、製造のために鉄I:業が発達した。他方、鉄道業が鉄1梁の允述に拍血
をかけた。イf炭の搬送は当初、岨fY川の水迎が利川されたが、1891年に蒋松.11.〔方IIIlに鉄適
が施設され鉄道業が担うように雄‐〉た。『〔方駅柵内には操車燭や機関区が|Ｈかれ、多数の
鉄道職員が勤務し、磁力市は鉄道網のｌＩ１ｌＫとしても栄えることになった。今'１，鉄Ｉ:業は
工業団地などに移転したが、Ⅱ‘(方駅の周辺ではその名残を見ることができる。このような
経営史から1900年代初頭には11,(〃IIjを中心とする直鞍地区では金属加]皇を桝む鉄｣雛が地
場産業として発達した。

10）直方鉄工協同細合繊〔2000〕４１風および三蛤宗弘[1997]121頁。ともにlljifY料は『11'〔方市
鉄工業実態調森報告書」およびⅡ.〔〃鉄_I:80年史編災委員会編「直方鉄_l:界の歩み｣。
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従業員数で1,000人台にある。直方地区の鉄工甥は1950年代には筑豊の石炭産

業に大きく依存し、しかも大手炭鉱の小物の雑品製作や保全などを高額ではな

いものの受注していたが、徐々に北九州地域やりA外の企業との取引を増やした。

例えば、1959年からの岩戸景気の時期には八幡製鉄所の第２次合理化投資をは

じめとする鉄鋼合理化があり、設備投宙によって取引が増加した。1960年前後

に鋳物メーカーが日立金属若松工場あるいはポンプメーカーとの取引、同じ時

期に鍛造メーカーが三菱雨工業・佐世保爪工業などの造船業あるいはブリジス

トンや東空（ＴＯＫＵ）との取引を開始した。直方市『直方鉄工業系列診断報

告醤』（1969年）によると、直方地区の鉄工所の受注企業数と受注高（１億円

以上）は、筑豊の企業との取引では三ｊに池工作所が６社で1.44億円、九州変

圧器が３社で1.23億円、鉱業の111野鉱業が６社で0.3億円、日本炭坑が５社で

0.28億円などであるのに対して、北九州の企業との取引先では八幡製鉄所が１０

社で38.8億円、若松車両が６社で7.58億'11，安川屯気が８社で0.28億円、日立

金属が６社で0.82億円、三菱化成が5社で0.2億円、県外の企業との取引先では

三菱重工業下関が4社で0.73億円、久保Ｈ１鉄工がl社で0.63億円、佐世保重工業

が１社で0.7億円、となっており、石炭依存からの脱却が進んだことがわかる。

第２節直鞍地区の地場産業のものつくり

(1)直鞍地区の鉄工業の伝統的なものつくり

直鞍地区の鉄工業にはものつくりが脈々と息づいており、それを担う代表

例が創立100周年を迎えた直方鉄1鷺協同組合がある'１)。直方鉄工協同組合は、

1900年、重要物産同業組合法の制定にともなって創設された直方鉄工協同組

合を前身とし、同組合の名称には直方とあるが、対象は直鞍地区で鍛造・製

缶・鋳造・金型製作・歯切加工・機械加工（仕上げ）・機械製作などの金属

加工を営む直鞍地区の鉄工業の経哲苛を束ねており、2008年９月末の加入者

はその数は直鞍地区の鉄工業の半数にあたる62社である。同組合は技術向上、

１１）価方鉄工80年史福渠委ｕ会繕〔1981]、１１.〔方鉄I:協Ｍ細合錯〔2000］を参照。
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ﾉL州の、勤亜部品サプライヤーシステムの発述条件

労務管理、人材行成、取引の分散、行政交渉などについての情報交換と人脈

づくりといった役割を持ち、直鞍地区の鉄工業の人的ネットワークを形成し

ている。特に姻造、鋳造、機械加工などの部会が開催され、学びと助けあい

の源泉になっている。代表的な企業としては次のとおりである。1908年に伽

業し鍛造一筋に100年の歴史をもち、直方市のマイスター制度で受賞者も出

した(株)内藤鍛造所はスピンドル、カップリング、ギヤー、リング、トラニ

オン、ボルト、ナットなどを手掛け人手Zn_[業メーカーと取引しているｃ製

缶業の大鳥蛾1:(株)は1932年に創業し工業窺炉、炉殺金物、一般産業機械、

ステンレス加工品を手掛けている。鋳造の九州鋳鉄管(株)は1932年の６１業で

ダクタイル鋳鉄フランジ長管のトップメーカーである。機械加工の(株)紀之

国屋は1977年に611業しメカトロニクスエンジニアリングを手掛けている。歯

切の(株)IIL〔方歯11i製作所は1936年の創業で各柿附車、スプロケットを手掛け

ている。金型製作の直方精機(株)は1967年のnIl業で金型製作、プレス加工、

射出成形を手掛けている。このように組合に加入する鉄Ｌ業は100年Iiiiや戦

前に創業したものをはじめとして伝統的なものつくりを継承し、大手重工業

と取引を行い、巾には電機・自動車産業などとの取り|に乗り出しているもの

もある。しかし、１１‘１万鉄工協同組合に加入する企業で自動車部品サプライヤー

として取引している企業はわずかである。

なお、同糾合とともにあるのが直鞍工業人クラブである12》。この組織は後

述する直方巾の産業振興策から生まれたものであり、直鞍地域に立地する製

造業を中心とした会員相互の情報交換・交流、技術の高度化・開発の促進、

人材育成などを図ることにより、地域経済はもとより産業社会の発展に寄与

することを目的とした企業集団である。それは[11鞍地区の労基署、職業安定

12）2008年９月30間現在、次の組織が会員になっている。１０.(〃l1iの磁力鉄工協同組合（35社)、
中泉工業団地巡絡協抽会（20社)、黍田工業団地巡納協縦会（州:)、直方工業団地協|面l細合
（21社)、明神池Ｉ:災Ⅲ地協議会（25社)、柚木メカトロタウン(6ﾈl:)、直方市内企業（16社)、
鞍手市の古門1:業I,jl地－４水会（5社)、鞍手町内企業（１１#I;)、小竹町の御徳工業間地述絡協娘
会（7社)、鞍手二l梁I､jl地協Iiil組合（9社)、宮若市内余難(5ﾈI:)、飯塚市内企業(2社)、特別会ｕ
侶社）
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所の管内において、流通業も混在する商工会議所とは別に、鉄工業をはじめ

とするものつくりにかかわる人々を束ねて支援しようというものである。A

DOＸ福岡の活動対象と同じく、直方市だけにとどまらずに鞍手町、小竹町

から飯塚市など周辺自治体の企業を対象としている。直方鉄工協同組合と同

じくADOＸ福岡に事務局を置き、相互連携を図っている。

さて、直方鉄工80年史編集委員会編『直方鉄工界の歩み』をもとに、直方

地区の鉄工業が最盛期であった1979年の直方鉄工協同組合の様相を整理し伝

統的なものつくりを把握しておく脇'・業種類型（工場数）は、仕上118社、

製缶43社、製缶・仕上17社、鋳造５社、鋳造・仕上４社、合金１１社、鍛造６

社、鍛造・仕上３社、プレス11社、電機５社、電機・仕上２社、鍛造・仕上・

製缶ｌ社、閲断ｌ社、鋳造・仕上げ・製缶１社、溶接４社、鉄鋼二次製品１

社、木型15社、表面処理３社、合計251社であった。企業形態は株式会社が

60社、23.8％、個人事業主が165社、65.8％、合資と合名は25社、１０．０％であっ

た。従業口数は１人～４人が119社、47.4％、５人～９人が44社、17.5％、１０

人～29人が63社、25.1％、３０人～49人が15社、６．０％、５０人～99人が７社、２．８

％、100人以上が３社、1.2％であった。総合すると、代表的な企業の様子は、

①個人邪業主が１人～４人の従業員を雇い仕上を営む、②個人事業主が49人

以下の従業貝を厭い製缶を営む、③個人事業主が29人以下の従業員を賊い鍛

造・鉾造を営むというものであった。鉄工業の立地は、中泉工業団地に19社、

Iﾘl神池工業団地に17社、直方工業団地に21社、植木・知古・須崎町地区に

102社、中泉・澗掘・下境・尾崎地区に80社、感田・頓野地区に14社、山部・

新人地区に22社であった。当時の企業経営について福岡県中小企業総合指導

所『昭和55年度直方鉄工業産地診断報告書』によると、誘致企業が進出後、

｢１０数年を経過して地場産業の一翼をになっているにもかかわらず、業界と

の関辿がうすい」と記し、対策として「業界は求められている能力不足（技

術・納期・原価など）を謙虚に受け止めて研究改善に努め域内循環の密度を

13）Ⅱ‘〔方鉄工80年史鰭災委Ｕ会縄〔1981］195-199頁ｃ
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ﾉL州の自助巾部品サプライヤーシステムの先述条件

高めること」を提高している。ここでは進出企業に対して地場産業がサプラ

イヤーとしての取引を意識した経営を行い、サプライヤーシステムの育成に

取り組むことが強く求められていたことが枕み取れる。

直方地区の鉄正業を経営史的に検討した三輪宗弘氏は、1990年代初期に次

のような凋介（1992年10月３１日）の結果を御ている!Ⅲ。直方地区の鉄工業に

ついて高宮鉄工株式会社の高原八郎社長は「I'〔方の技術は今日では北九州よ

りも上なところも多い。昔は炭鉱相手の雑な仕面lＩであったが」と答えている。

またトヨタ自動車の進出について(株)内藤鍛造所、商宮鉄工(株)、弘鉄Ⅲ所

(株)、（株)H1IiI((鉄工所の社長は「影響はない。その理由は大量生産できる

能力がない、その技術を身に付けるのに10年はかかる」と答えている。三輪

氏は調査を振り返って「多品種少壁生産という石炭時代の特徴を受け継いで

はいるが、技術iiIiでは大幅に技術革新したという自負がうかがえる」とし、

直方地区の鉄工業は「よるずや的な特徴をいかんなく発揮し、多品種少最生

産に徹し生き残った」と総括している。

こうした画方地区の鉄工業の伝統的なものつくりを継承する代表的事例を

挙げておく。

内藤鍛造所は1907年に創業し自由鍛造に特化して、100年にわたって直鞍

地区の伝統的なものつくりを継承している。かつては石炭業の機械設備を手

掛けたが、現在は製鉄業、造船業などの企業とスピンドル、カップリング、

ギヤー、リング、トラニオン、ボルト、ナット、テーブルロール、シャフト、

フランジなどの多品鞭を一品または少最で生産してきた。近年の年間売上間

は約50億円、従災ｕは35人(生産に携わる技能職は約15人)、取引先には新ｕ

木製鉄(株)、（株）日立製作所、三菱亜工業(株)などのメーカーがある。１９６３

年、より広い工場地、作業時の騒音や振動などへの対処を背景に当地に移極

した当時、主力投備のドロップハンマーを６人の作業者が操作していたが、

1967年、油圧鍛造プレス（500ｔ）を設佃し、以降、都合３台のプレス、１９７５

14）三輪宗弘[1997〕123.124頁。
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年に大型ローリングミル、さらにｉｎ油炉などが投週して、生産効率と労働安

全衛生、公害対策に努めてきた。fIi機や自動車の部品サプライヤーのように

少品種の部品を大吊生産しJIT方式で取引することとは、ものつくり方法に

通いがある。現在、自動車の完成111メーカーや部品サプライヤーとの取引は

ない｡'5）

田中信鉄工所は1908年に611業、1962年に会社を設立した直鞍地区で唯一の

型鍛造を営む企業として伝統的なものつくりを継承している。型鍛造と自由

鍛造を併用し、キャタピラ芯金、さく岩槻及び土木建築部品、フック、鉄塔、

モーター部品など多岐にわたり、生雌方法としては型打鍛造、プレス打抜、

曲げ加工、製缶、溶接、溶断、ＮＣ旋雛やフライス盤での加工などを行って

いる。近年の年間売上高は約１０憧円、従業貝は約40人(生産に携わる技能職

は30人)、取引先は(株)プリジストン、（株)東洋空機製作所、（株)ワイ．イー．

ドライブ、日本鉄塔工業(株)、三菱亜工(株)、マツダアステック（株)、ＪＲ

各社などの製鋼・造船・亜機メーカーがある。型鍛造のものつくり技能を生

かして、新たな製品の共同開発、生産に成功した事例が鉄製枕木であり、年

間３万5.000本を生産している。当社は多品緬の製品を一品または少量で生

産し、また型鍛造の技術をもとに大吐生産を行っているが、現在、自動車の

完成車メーカーや部品サプライヤーとの取引はない！‘'。

(2)直鞍地区の地場産業の新たなものつくり

伝統的なものつくりを継承する企業のなかには、電子・電機メーカーや自

動車部品メーカーとの取引を進め、サプライヤーシステムを形成しているも

のもあることに注意をしておきたい。

石炭依存からの脱却は自治体の企業携致による企業進出によっても進んだ。

1961年、産炭地域振興臨時措慨法が成立したのを受けて、翌年、産炭地域振

15）2008年11月20日、株式会社内藤堀適所での内鯨剛副祉及、内蝉誠司常務取締役、永励勝

業勝部次長からのⅢき取りによる。

１６）2008年11月18日、株式会社田中傭鉄工所での111測北悟社災からの11Mき取りによる。
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ﾉL州の、勤巾部品サプライヤーシステムの発進条件

興事業団が発足し、直方市は1962年に工場携致条例を施行して企産業誘致を

進めた。産炭地振興策の一環として雇用確保のために造成工業団地（永満寺、

明神池、’'1服、世方）が造成され、1966年に111〔方屯工（現オムロン直方)、

1969年に三J|:ハイテック、1970年に直方東芝エレクトロニクスなどの進出に

続き、ホシザキ、みすぎ電機、日立マクセル、二Ｊ|:ハイテックなどの軽薄短

小で多品靴大1,t生産方式を必要とする成長著しい企業が進出し、また日産九

州との取引を始める地場産業が生まれた。1978年には誘致企業数は22社、内

１６社は機械金価製品製造（鉄鋼、非鉄金腿、金腿製品、竜気機械器具、輸送

川機械器具）となり、製造品出荷額268億円はit‘(方市の工業出荷額676億円の

39.6％、１６社の従業日数1,934人は42.3％、従業ｕの54％は直方在住であった。

進出企業は北九州をはじめとする県内企業および関西以遠の県外企業であり、

その目的は「生雌jiii産に伴う工場拡張」「安い｣島地の確保」「労働力の確保」

などであった'"。しかしそれはやがてクローズアップされるように「協力工

場を期待」するものはなく、進出企業と直鞍地区の鉄工業をはじめとした地

場産業との取引が形成されていなかったことが縦み取れる。

こうした経営史について、直方鉄工協同組合編『直方鉄工協同組合１００周

年記念誌ＥＸＣＥＥＤ世紀を結ぶ」は、三輪宗弘［1998］の鉄工業の伝

統的なものつくりに対する総括とは異なって、地場産業の発達について次の

ようにも総括している。「今日からみて、総致企業の波及効果は評価できる

と考えたい。なぜなら、後段で触れるオムロン11！〔方、福岡東芝エレクトロニ

クス、三井ハイテックなどと取引を結ぶ地場産業が漸増し、重厚長大とは異

質の産業をIri方鉄工業に移植しつつあるからである｣'帥。代表的事例として、

誘致企業との取り|から自動車部品メーカーと取引をしてサプライヤーシステ

ムを形成していた企業を紹介している。直方桁機(株)はオムロン直方の進出

17）頂方鉄工協川細合綱[2000］４８頁。

18〉価方鉄工協|‘jl組合綿[2000］４８頁。ただし、この叙述部分は１１.(方鉄工協同組合の石炭依存
からの脱却と現代について犯したものであり、毘伯求弘［1998］の対象とするところでは
ない。
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に伴い、当社に従業員を研修派過して自動旋盤加工でマグネットリレーを製

造したことを生かし、プレス品のレジスターに応用した。当初は金型を外注

していたが、1993年に金型企業を吸収して内製化し、大量生産と品質・納期・

価格などの向上に取り組んでいった。その後、日産とマツダの１次サプライ

ヤーである三桜工業(株)と契約し、拭作段階からの参画と改善提案を行った

うえで半製品の組立を行って納入している。同社はモールドと金型プレスお

よび製造も行っている'9)。筆者の凋在によると、この企業はオムロン直方の

進出に伴う事業のために設立されたものであり、ものつくり基盤産業として

出発し、後に吸収した金型企業は伝統的なものつくり技術をもつ企業であり、

さらに自治体の支援策、企業経営にかかわる人脈など直鞍地区のものつくり

が発達条件となったと考えている。他にも自動車部品サプライヤーと取引を

してサプライヤーシステムを形成した企業があった。

またある企業は1969年に中泉工業団地に地区外から進出した金型製造企業

は自動車製造用金型プレスを手がけ、日産九州の進出時には福岡県下請企業

振興協会の協力・助言をうけて、九州日立化成、勝山プレス、カルソニック、

綿陵工業(株)などとの取引を開始し、1982年に搬送のロポットプレスライン

などに設備投資をして、大獄生産と品質・納期・価格などの向上に取り組ん

でいた。

こうした代表的事例を受けて、自治体の産業振興策にも地場産業の新たな

ものつくりへの模索がみられる。直方市[1992年］『直方市産業育成ビジョン

策定調査』は直鞍地域産業振興センター縦伽柵想の背景として、九州トヨタ

自動車の宮田町立地にもかかわらず、「地域の主力産業となっている鉄工業

における技術の水準は、自動車工業を対象とした高い精度の部品加工に十分

対応することが難しく、生産技術の面でもきめ細かな部品供給体制を整える

ことが難しい状況にあった。そのため、折角の自動車産業立地という地域産

業の拡大発展の追い風を受けながら、鉄工業の市場拡大を危ぶむ声が高かつ

19）直方鉄工協同組合縄［2000］５５頁を参照。
20）直方市［1998］１頁。
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た｡」と指摘している:帥。直方市『仮称直鞍地域産業振興センター基本計画

調査報告書』（1998年）は、当時の環境変化として「１．市場の更なるグロー

バル化の進展による競争の世界化Ⅱ．一層の技術高度化要請とコストの削

減」を踏まえ、商品開発の技術的課題として「１．商機能化（＝高集積化と

システム化）Ⅱ、小型化（少資源・省エネ化）Ⅲ．尚感喚化（＝デザイン化)」

、特に高機能化のために①超精密加工技術、②微細加工技術、③高度なコン

ピューター傭報処理技術を課題とし、自治体が支援すべき戦略的技術分野と

して金型関迎産業の技術高度化および金型関連産業への進出をあげ、その理

由として「世界的水迦に位置している企業があり、関迎産業の集積も進みつ

つある」こと、「次世代に残る部品製造用の岐強の工具であることが最大の

理由であり、また金型加工の技術が機械加工技術をリードしているからであ

る」と指摘している２１１。

このような地場産業の新たなものつくりについて、ADOＸ福岡のセンター

長の本松義則氏は次のように述べている。「従来、鉄工業は主に鉄鋼業や造

船業と取引しており、電子・電機や自動車の部品への参人怠欲は高いもので

はなかった。またJIT方式による部品の大量生産や頻繁に変わる納期、高い

品質水準に対応するには相当の準備が必要であった。しかし、近年、産業櫛

造の転換や自動車産業への期待が膨らみ、自動車部品を手掛ける企業が生ま

れている。またADOＸ福岡としては、自動車部品を手掛けている企業人の研

究を促し、今、自動車部品を手掛けていなくても自動車産業を中心に学び、

異業種との交流を図ることで、新しいものつくりについての視点を深めるこ

とができる」鍵》。

したがって、血方地区の伝統的なものつくりをする地場産業から、電子・

電機企業や自動車産業との取引を通じて、新たなものつくりをする企業が生

まれ、高度な金属加工の技術や各種の技術を活用するとともに、大量牛産と

21）直方市［1998年］

22）2008年10月23日、

取りによる。

１画.37口

lf〔鞍廉業振興センターADOＸ福岡センター災の本松護NIl氏からの聞き
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納期・原価・品質などに厳格なJIT方式に取り組んでいるのである。

このように直鞍地区では石炭業に起源をもち金鵬加~'二を営む鉄工業をはじ

めとする地場産業が発達し、創立100周年を迎えたiII〔方鉄工協同組合をはじ

めとする椎産者には伝統的なものつくりが脈々と息づくとともに、それを継

承しながら自動車部品サプライヤーシステムを担う新たなものつくりがﾉｆま

れつつある｡直鞍地区に進出した企業は､こうした動きに柏【liをかけているの

である。以上の意味で直鞍地区の鉄工業をはじめとする地場産業のものつく

りは自動車部品サプライヤーシステムの発進条件となっているのである。

第３章福岡県直鞍地区自治体の産業振興策

水iifでは棉岡ﾘ『LII1[鞍地区図表４：九州の自動車産業の発述と自治体の産莱振興策
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（出所）家者作成。

に向けて、福岡県をはじめ

とする自治体は、自動車産部品サプライヤーシステムの発述条件としての自論

体の産業振興策として、かつての企業誘致にとどまらず、地場産難の育成と人

材の育成に取り組んでいる。しかも、企業誘致、地場産業の行成、人材の育成

を同時に患速に進めることも必要になっている。（ⅨI炎４）

23）２(〕08年lOj121I1、２２日、11,〔方llj役所産業振興澱、鞍Ｆ町役j馴企1卵|ｲ政,#1、小竹町企lIIIi財

政,狐からのⅢlど取り、および20〔)8年１０ﾉ123日のWlilMiﾘIU‘ｌ１ｍＩｌＩｉ雌兆推辿顎からの|Ⅲと取りお
よび、2008年11月1811,ｒ〔鞍産蕊振興センターADOXIMIMl，ｌｉ‘[〃峡I:協Ｍ組合からの|川き
llXりを参芯にした。

人材汀成



九州の{.'肋１１(祁品サプライヤーシステムの允述条件

第１節九州の自治体の自励車産業振興策

九州自動車産業の発述ならびに今後の経営戦略を受けて、2003年には柵岡県

では会長に知事が就任し副会艮に株式会社デンソー北九州製作所社及他２名を

おく「北部九州自動車生雌100ﾉﾉ台唯廉拠点推進会議」が発足し、「北部九州自

動車生産100万台柵想」を掲げ、企業誘致の強化、地場企業の参入支援、産業

インフラの整備、関辿施蛎の強化の４点を柱に取り組みを始めた｡さらに07年

には「北部九州自動叩生離150〃台生産拠点推進会議」と改名し、０９年度に

｢自動車生産150万台」を述成するために、①生産台数150万台、②地北洲述＊

70％、③アジアの最先端拠点、④次世代のクルマ開発拠点、を目標とすること

が掲げられた。一方、福岡ﾘ､!:内の脚治体では2005年に北九州市がパーツネット

北九州、直方市を母体とする１１‘I鞍産業振興センターが直鞍自動車産業研究会を

発足させるなど、市・町などの側治体でも産業振興の取り組みが進み、喋内組

織が連携する九州自動巾産業地域参入協議会へと至った。

九州各県も同様に自動IIi産業の振興を進める組織を発足させ、０６年には福岡

県、佐賀県、熊本県、大分り,!;の九州北部４県が九州自動車産業振興辿挑会雛の

発足、０６年10月の九州地方知11Ｉ会では７県による九州自動車産業振興辿挑会の

発足に至った。九州の自治体はアジアの一大生産拠点を目指し、リ01:、市、町が

自動車産業の振興策に取り組む一方、従来の産業振興策ではできなかったよう

な自治体を越えた迎挑、地場産業の新規参入や取引拡大に向けた獅習会、技術

者や若年者等の人材育成‘ｌｊ業、１１M報発信など、様々な事業に乗り出している。

第２節直方市の産業振興策

隔岡県直方市は、県の中央部、筑蝋地区の北部に位置し、而械は61.78kii、

総人口57,133人（推計･人I三1,2008年８月１日)、人口密度925人/Ｍである。描岡

市から北東約50kｍ、北九州市から南西約30kｍに位置し、ほぼ巾の''１央に速賀

川が流れ、平野部には市街地が形成され、東部地域、西部地域は住宅地帯、南

部地域は工業地帯、北部地域は農村地帯である。炭鉱閉山後は石炭からの脱却

が進み、鉄工業や機械工業聯が繁栄したが1990年代以降は衰退傾向にあり、工

－８１－
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業の推移を1998年度と2005年度で比較すると、事業者総数では220社＝177社、

従業員総数では6.815人＝5.745、製造品出荷額等総額では12.120.140万円→

11,337.211万円となっている3m。このような衰退傾向のなかで自動車産業への

期待が高まっている。

(1)直方市の工業団地と産業振興策

一般に自治体の産業振興策は工業団地の造成など企業誘致、企業立地とし

て取り組まれ、石炭業の衰退が進行した直鞍地区では政府や県を挙げた企業

誘致が取り組まれてきたが、直方鉄工業同組合にみられるものつくりの伝統

を背景に、直方市の直鞍産業振興センターADOX福岡は他の自治体の産業振

興策にない機能と実績をあげている。なお、直方市には1985年に現(独)中小

企業大学校直方校および直方市によるコンピュータ・カレッジが投立されて

いるが割愛した。

まず直方市の工業団地であるが、直方工業団地(22.2ha)、中泉工業団地群

（３期分、73.4ha)、明神池工業団地群（２期分、28.6ha)、永満寺工業団地

（16.4ha)、上頓の産業団地（llOha）が造成されている。1993年の資料によ

ると、立地企業と従業貝は中泉工業団地では31社、1,136人、明神池工業団

地では25社、1,369人、永満寺工業団地では５社、799人、直方工業団地では

２２社、670人であった。なお、同年には市内全体の従業員は6,727人、団地の

合計は3,974人であった。

同町の企業誘致にかかわる優遇措置としては次のものがある。

＜３年間の課税免除（直方市企業誘致に関する条例）＞

＜補助金（直方市企業立地促進奨励金上限２億円)＞

直方市に立地している自動車部品サプライヤーの代表例は次のとおりであ

る。イシバシテック（株)は東大阪に本社を置き、大型部品成形加工品を製造

し、アイシン九州と取引をしている。（株）シンコウ製作所は行橋市に本社を

24）直方市「工業統計』。
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ﾉL州の回動亜部品サプライヤーシステムの発達条件

侭き噸体沸接治具をはじめ各種治具を製造し完成車メーカーと取引している。

地場産業としては(株)旭日プレイティングは電気亜鉛メッキやステンレス研

磨を手掛け(株)アルファメタルや三桜工業と取引しており、（有)ウエキモー

ルドはプラスチック金型の設計・製造を行い本田技研、トヨタ紡織機九州と

取引している。

(2)直鞍産業振興センターADOＸ福岡

直鞍産業振興センターADOＸ福岡は、北九州地域基盤的技術産業巣梢活性

化計画にJAづき、地域に集積している多祁多様な産業を支援するための拠点

施設として直方巾が整備された。１尚紘地区には鉄工業やＩＴ関辿産業まで幅

座い龍業が立地しており、当センターはこれらの様々な産業巣柚が持つ相乗

効果を雌大限に活用することで、新規産業の創出や高付加価値な製品開発等、

地域企業の械慨的な活動を支援するものである。具体的には、ＥＭＣ（屯磁

両立性）試験投備などを活用してのIIJ小企業の試験業務の支援や関迎技術者

の育成ならびに2005年には直鞍自動叩産業研究会を没通してその振興に努め

ている。

2004年度より運営主体が第３セクターの財団法人直鞍情報・産業振興協会

となり、Ⅱ‘〔鞍地区の自治体や企業が会ｕとなることで自治体の産業振興策と

しては不mI能だった運営の柔軟性、対象となる企業の拡大、異業靴交流にと

どまらない取引へのアドバイスやコミットを行っている。福岡ﾘｵLには自動市

産業にかかわる自治体の組織があるが、ＡＤＯＸ福岡のような機能を持つ組織

はない。しかも、現在のセンター長は、直方市の出身で、直方市に進出した

直方オムロンに長年勤務し、ものつくりのノウハウを開発・投計、生産、Ｉ品

質管理、海外勤務まで経験されたことから、その体験を生かして業務にあたっ

ている。

直鞍自助巾産業研究会には、自動IIi部品サプライヤーとしての取‘jlの有離

を問わずに加入でき、2008年９月3011現在、約75社が所属している。同研究

会では、①テクニカルサポーターによる企業間のマッチング、②獅油会・セ

－８３－
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ミナー・視察等の自動鞭産業の学習の場を提供、③分科会活動による地域で

の協力体制の構築、④Wj報の提供・交換等が行われ、特に発注側と受注側の

マッチングが具体化するまでの支援やその後のフォローに力を入れている。

また経営者からは分科会活動での雛論から製品へのニーズや新製品開発のヒ

ントが得られると好紳である。

第３節鞍手町の産業振興策

福岡県鞍手は直方市の西北に位慨し、面積は35.58kli，総人口17,476人（椎i汁

人口、2008年９月１日)、人口密度491人/kiiである。福岡市中心部から北東へ

約60kｍ、北九州市中心部から南西に約20kｍの位置にあたる。町の東端部を遠

賀川が流れ、町域中央部から北部～東部にかけては比較的平坦であるが、北西

部から南部にかけては111地となっており、九州自動車道と山陽新幹線が走って

いる。

鞍手町もまた石炭業とともに歩んだ町であったが、1961年に主力の新目尾

（しんしゃかのお）炭鉱が閉111、以降、過疎化や鉱害対策を進め、工業団地を

造成し企業誘致を進めてきた。『第４次総合計画』によると、西日本で始めて

導入された巨峰栽培をはじめとした腿業振興や1960年代からの産業振興による

住宅産業の誘致に加えて、筑蝋ＩＣ投潰をはじめとした交通網の発述によって

自動車部品サプライヤーの進出を期待している。

同町の主な産業振興簸は工業団地造成と企業誘致にあった。鞍手町役場資料

によると、2007年３月１日現在の工業団地内外に進出した企業は次のとおりで

ある。1962年に竣工した古門工業団地には４社５工場が立地し193名（町内は

24人）が就業、1969年に竣工した鞍手工業団地には10社（後ｌ社閉餓）が立地

し989人（町内は218人）が就業、1975年に竣工した京の上工業嗣地には３社４

工場が立地し266人（町内は61人）が就業、1992年に竣工した室木工業団地に

は３社が立地し96人（町内は８人）が就業、1995年に竣工した中111本村工業間

地には３社が立地し'33人（町内は23人）が就業、これに工業団地以外の企業

としては25社が立地し76‘1人（町内は181人）が就業している。ljIlえて大＃Ⅱハウ
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スエ業(株)柵岡工場の蚊地内には関連会社12社が立地している。以上、４９社を

はじめとして、｜面1町では第２次産業に従ｌｊIする住民の割合は福岡県全体の削合

を大きく上回り、また町内に通勤する住民が40％を超えるなどの成果をあげて

いる｡ただし、自動車部品サプライヤーとして恒補的な取引を行っている企業

は数社にすぎず、同町では13の工業用地への企業総致を進めている。

同町の企業携致にかかわる優遇制度としては次のものがある。

＜優遇制度＞

３年間の搬悦免除（鞍手町工場設磁奨励に関する条例）

固定箇産税｛新設の場合は３年（琳投の場合は２年）課税免除｝

○条例３条に規定する製造業等の珊業の川に供されることとなった機

会及び装慨並びに工場等の建物で規則に定めるものの取得価格の合糾．

が2500万円を超える工場等

○条例３条に規定する新設・増設の場合の従業員数

①製造の蛎業、情報処理サービス業及び自然科学研究所に係る１１業

･･･１０人以上

②道路貨物迎送業及び梱包業…16人以上

鞍手町に立地している自動車部品サプライヤーの代表例としては次のとおり

である。日本パーカライジング(株)九州第一工助は本社を東京都に置き、金属

素材の強度向上や嬢装品質性能向上などのファインケミカルをてがけており、

九州工場では自動車用の金属表面処理用防錆剤などを製造している。トピー旨I：

業(株)豊川製造所鞍手工場は本社を東京に世き、スチールやプレス、造機など

の事業を手掛けており、鞍手工場ではタイヤセット躯業を担ってトヨタ九州と

取引をしている。（株)サンテック九州工場は本社を鞍手町に置き、金型や装iir（

およびプラスチック製品を製造している。鞍手化成は(株)本社を鞍手町に例き、

プラスチック製品を製造している。地場産業としては(株)ニッショウテクノス

は本社を鞍手町に世き、自動車の内装品の緩衝部品、防音部品、シールなどを

製造している。
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第４節小竹町の産業振興策

福岡県小竹町は直方市の西に位置し、面欄は14.18kIi、総人口8,848人（推計

人口、2008年９月１日)、人口密度624人/kｍである。編岡市中心部から北東へ

約40kｍ、北九州市中心部から南西に約40kｍの位世にあたる。東部、西部には

小丘陵があるほかは概ね平坦で町の中央部を遠賀川が北流している。

『第４次総合計画』によると、石炭業の盛衰とともに歩んだ小竹町は、閉山

後に鉱害という1Kい課題を背負うこととなった。鉱害により、農地はほぼ全町

的に傾斜（一部水没）し、水稲から他の品目への転作が進まなかった上、工業

団地などの産業基盤の整備ができず、就業機会喪失により労働力が流出、この

結果、自治体財政が悪化した。鉱害対策は町の１００年の大計であったが、三つ

の工業団地の造成や合わせて行われた農地の鉱害復旧工珊の換地計･画実施によっ

て認定農業者への土地利用集積が進みつつある。また自動車部品サプライヤー

が進出して地域経済活性化をもたらしている。

同町の企業誘致にかかわる優遇措置としては次のものがある。

＜優遇措極＞

①３年間の課税免除（小竹町工場設画奨励条例で対応）

常用従業員１０人以上の製造業で、取得価格の合計が2700万円を超え

るものを新設か増設した場合に、工場の事務室等を除く製造部分とそ

の底地にかかる固定資産税を３年間課税免除。平成21年３月31日まで

②厨用についての奨励金制度(小竹町屈用促進奨励金交付要綱で対応）

基準については、居住要件・人数・奨励金額の上限等あり

（常勤町内居住者５人以上､初年度のみ１人１０万円、３年間30人を限度）

＜緑地面積率等の特例（小竹団地)＞

①敷地の25％以上の緑地率が18.424％以上に緩和できる。

②敬地の40％以下の生産施設面識が50484％に拡大できる。

1956年、小竹町の有馬御徳炭鉱を皮切りに閉山が相次ぎ、1961年に主力の古

河目尾（ふるかわしゃかのお）炭鉱が閉山、再生を目指して産炭地域振興事業

団による御徳工業団地（18.5ha）が造成された。当団地は小竹町の東部丘陵地
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に位置し、国道200号線バイパスから小竹団地を横断して、宮田町に通じる広

域産業循環道路への取付け道路を迅投巾で、利便性の高い団地である。その隣

接地には権現堂工業間地（93ha）が完成し、自動車、電気関連企業などの誘

致が進んでいる。御徳工業間地では、三泉化成(株)、（株)ヤマウ、帝士PSコ

ンクリートエ業(株)が立地している。

このうち地場産業の自助Jili部品サプライヤーは三泉化成（株）である。同社

は金型の設計・製作から製造・二次加工・出荷まで顧客ニーズに応え得る投備

機器と技能者を保有し、顧客を満足させる品質づくりに取り組んでいる。また

九州では唯一となる水圧転写装柵を保有し様々な柄模様の塗装仕棟に対応が可

能である。主な製品に自動車川プラスチック製品（内外装部品）および峨装製

品（樹脂塗装・水圧転写峨装）がある。自動車産業に対しては、九州工場を中

心とする半径30kmから50km閣内に、殆ど包括される好立地条件の下にあり、客

先に対する迅速な対応が可能であると、交通の利便性を強調している。同社は

かつて石炭業を営んでいたが、1969年にプラスチック製品を手掛けるようにな

り、徐々に化成製品の幅を広げた。乎業展開を可能にしたのは、金型製造をは

じめとした金属加工技術であり、東レ株式会社との業務提挑によりガラス繊維

(FRTP）の製造に肴手したことが化成分野への進出のきっかけとなり、日産

九州とも取引をしてきた。血鞍地区の石炭業から自動車部品サプライヤーとし

て展開した代表的事例である。

1970年に計画され1973年度に通産行から承認を受けた小竹団地の造成は町の

長年の懸案であったが、小竹団地造成が地域振興整備公団（現．（独)中小企業

基盤整備機構）の事業として1992年から造成工事が着工され、2003年に小竹団

地（約60ha）として完成した。小竹団地は町の中央部、ＪＲ小竹駅に隣接し、

九州自動車道の若宮ＩＣ、八幡ＩＣから国道200号バイパスを経て、およそ15km，

約20分の利便性を持つ。広大な広さを有する工業団地は小竹町の浮揚に向けて

大きく動き出しており、自動叩部品サプライヤーをはじめとする新しい産業と

地域産業との連携を促進する産業団地の形成を目指している。

2008年９月末現在、小竹町のＴ業団地には福岡スプリットンエ業(株)、一井
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工業(株)、太平洋工業(株)、小竹化成(株)、（株)アーチ電工、（株)兆栄モール

ドが立地し、三和金型(株)、（株)キョウエイが立地協定を締結している。この

うち５社は県外から進出した自動車部品サプライヤーである。一井工業(株）

は岡山市に本社を髄き、主な製品は自動車部品、特殊ボディー、金型・治具没

計製造、試作品特殊板金などで、三菱自動車との取引にとどまらず九州に進出

した。太平洋工業(株）は大垣市に本社を世き、主な製品はタイヤバルプ、パ

ルブゴアの国内シェアは95％、世界では20％を超える高いシェアを誇り、また

自動車用プレス・樹脂製品事業では高庇加工技術の専門メーカーとしてトヨタ

自動車など完成車メーカーに納入している。小竹化成(株）は、豊田市に本社

を小島プレスの製造子会社であり、中部・信越地域以外で初めて拠点を捌投し、

トヨタの高級車レクサスとハリアーのフロアカパー（車両の底に装新する樹脂

部品）を製造する。（株)兆栄モールドは寝屋川市に本社を世き、主な那業は自

動車用プレス金型の設計・製造などである。三和金型(株）は東広島市に本社

を置き、おもな製品は射出用プラスチック金型及び、ゴム金型の設計製作（主

に自動車部品）である。これらの企業はすでに自動車部品サプライヤーとして

の実績があり、北部九州自動車生産150万台柵想を踏まえての進出である。

おわりに

本稿の課題は、経営史学の方法を用いて、福岡県直鞍地区の地場産業のもの

つくりと自治体の産業振興策を分析し、九州自動車部品サプライヤーシステム

の発達条件を把握することにあった。

第１章では九州自動車産業の経営史と直鞍地区の現況について検討し、関東、

中京に次いで自動車産業ならびに関辿産業の立地する日本第３の生産拠点になっ

ている九州の様相と直鞍地区での自動車部品サプライヤーの増加を把握した。

第２章では直鞍地区の鉄工業をはじめとする地場産業の経営史を踏まえたう

えで地場産業のものつくりを検討し、鍛造業のような伝統的なものつくりとと

もに、鉄工業を継承しながら新たなものつくりが生まれつつあること、そこに
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自動車部品サプライヤーシステムの発達条件を見出した。

第３章では福岡以直鞍地区の自治体の産業振興策について検討し、自動車産

部品サプライヤーシステムの発速条件として、従来までの企業携致に加えて、

地場産業の育成、人材の育成などを急速に進めていることを把握した。ただし、

地場産業や人材の育成をめざした自治体の産業政策には限界があり、ADOＸ福

岡のとりくみを除いては、槙衆の段階にある。

本稿はその課題および紙幅の都合から、自動車部品サプライヤーシステムを

形成する直鞍地区の地甥産業の具体的事例を詳細に検討することができておら

ず、このため直鞍地区の伝統的なものつくりを継承しながら新たなものつくり

が生まれつつある槻相を謙細には把握できていない。この探題については別稿

の課題としたい室'。

なお、九州の自動jjIi部品サプライヤーシステムは、韓国や１１１脚など東アジア

との部品取引を広げつつあり、また九州の自動車部品サプライヤーが東アジア

に進出している。九州自動車部品サプライヤーシステムを踏まえてうえで、ア

ジア共同体構想時代における自動車産業のサプライヤーシステムに関する比較

に着手したい。
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